
 
 
 

貸
金
業
の
規
制
等
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議 

 
政
府
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
、
十
分
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。 

 

一 

上
限
金
利
引
下
げ
を
始
め
と
す
る
改
正
法
の
可
及
的
速
や
か
な
施
行
に
努
め
る
と
と
も
に
、
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
体
制
や
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト

貸
付
の
充
実
、
ヤ
ミ
金
融
へ
の
取
締
強
化
、
登
録
業
者
へ
の
監
督
強
化
、
金
融
経
済
教
育
の
充
実
な
ど
、
多
重
債
務
問
題
の
解
決
に
向
け
た
対

策
に
政
府
を
挙
げ
て
取
り
組
む
た
め
、
内
閣
官
房
に
多
重
債
務
者
対
策
本
部
を
早
期
に
設
置
し
、
関
係
省
庁
が
連
携
し
て
、
官
民
一
体
と
な
っ

た
取
り
組
み
を
推
進
す
る
こ
と
。 

 

一 

各
地
方
自
治
体
に
対
し
、
多
重
債
務
者
に
対
す
る
相
談
窓
口
を
設
置
し
て
適
切
な
助
言
を
行
い
、
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
機
関
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
を
構
築
し
て
、
必
要
な
紹
介
を
行
う
な
ど
、
多
重
債
務
を
抱
え
る
住
民
に
対
す
る
支
援
体
制
を
整
備
す
る
よ
う
、
要
請
を
行
う
こ
と
。
ま
た
、 

事
前
予
防
型
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
と
債
務
整
理
型
事
後
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
を
共
に
強
化
し
、
資
金
需
要
者
が
適
切
な
タ
イ
ミ
ン
グ
で
カ
ウ
ン
セ
リ

ン
グ
を
速
や
か
に
受
け
ら
れ
る
よ
う
体
制
の
充
実
と
周
知
を
図
る
こ
と
。
そ
の
た
め
、
日
本
司
法
支
援
セ
ン
タ
ー
（
法
テ
ラ
ス
）
、
財
団
法
人

日
本
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
協
会
等
に
つ
い
て
、
弁
護
士
会
等
に
必
要
な
協
力
を
要
請
し
つ
つ
、
体
制
及
び
相
互
連
携
の
強
化
を
図
る

こ
と
。 

 一 

無
登
録
・
高
金
利
等
の
ヤ
ミ
金
融
被
害
が
増
え
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
違
法
業
者
の
摘
発
の
た
め
の
体
制
を
整
備
・
拡
充
し
、
関
係
法
令
に

基
づ
く
徹
底
し
た
取
締
り
を
行
う
こ
と
。
ま
た
、
違
法
業
者
に
関
す
る
情
報
を
広
く
一
般
か
ら
効
果
的
に
収
集
す
る
た
め
の
手
法
や
、
貸
金
業

者
・
貸
金
業
協
会
が
行
政
当
局
に
協
力
す
る
仕
組
み
の
導
入
に
努
め
る
こ
と
。
さ
ら
に
将
来
的
に
は
、
法
令
違
反
に
よ
っ
て
得
た
利
益
を
剥
奪

で
き
る
制
度
等
に
つ
い
て
検
討
を
進
め
る
こ
と
。 

 

一 

登
録
業
者
の
監
督
に
つ
い
て
も
、
よ
り
効
果
的
に
行
う
た
め
の
方
策
を
検
討
し
つ
つ
強
化
を
図
る
こ
と
。
ま
た
、
貸
金
業
者
の
海
外
進
出
状

況
や
進
出
先
で
の
活
動
状
況
に
つ
い
て
は
、
海
外
の
関
係
当
局
と
も
情
報
交
換
し
つ
つ
、
そ
の
実
態
把
握
に
努
め
る
こ
と
。 
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一 

若
年
者
に
よ
る
健
全
な
実
需
に
基
づ
か
な
い
不
要
不
急
の
借
入
れ
な
ど
、
無
人
契
約
機
の
安
易
な
利
用
が
多
重
債
務
問
題
の
一
因
と
な
っ
て

い
る
と
の
指
摘
も
踏
ま
え
、
十
分
な
実
態
調
査
の
上
、
安
易
な
借
入
れ
を
抑
制
す
る
仕
組
み
を
検
討
す
る
こ
と
。
ま
た
、
郊
外
に
お
け
る
遊
技

施
設
等
に
隣
接
し
、
各
社
が
集
積
さ
せ
て
い
る
設
置
方
法
な
ど
に
つ
い
て
、
貸
金
業
協
会
に
よ
る
適
切
な
自
主
規
制
が
行
わ
れ
る
よ
う
配
慮
す

る
こ
と
。 

 

一 

安
易
な
借
入
れ
を
抑
制
す
る
た
め
、
テ
レ
ビ
・
コ
マ
ー
シ
ャ
ル
の
放
映
時
間
帯
、
放
映
回
数
、
及
び
誇
大
な
看
板
な
ど
広
告
の
方
法
や
内
容
、

頻
度
に
つ
い
て
、
貸
金
業
協
会
に
よ
る
適
切
な
自
主
規
制
が
行
わ
れ
る
よ
う
配
慮
す
る
こ
と
。 

 

一 

成
人
後
の
多
重
債
務
化
を
極
力
抑
制
す
る
た
め
、
金
融
経
済
教
育
を
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
組
み
込
む
な
ど
、
学
校
段
階
か
ら
家
計
管
理
や
債
務

管
理
に
つ
い
て
の
啓
発
活
動
を
実
施
す
る
こ
と
。
そ
の
際
、
教
材
等
の
適
切
さ
に
つ
い
て
は
、
十
分
な
注
意
を
払
う
こ
と
。 

 

一 

資
金
需
要
者
に
対
す
る
公
的
支
援
制
度
等
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
拡
充
・
強
化
に
つ
い
て
は
、
貸
し
渋
り
等
に
よ
る
影
響
を
緩
和
し
、
ヤ

ミ
金
融
へ
の
流
出
を
防
止
す
る
観
点
か
ら
、
地
方
自
治
体
や
関
係
団
体
と
も
協
力
し
つ
つ
、
特
段
の
努
力
を
払
う
こ
と
。 

 

一 

総
量
規
制
な
ど
、
今
回
導
入
す
る
新
た
な
規
制
の
実
効
性
を
確
保
す
る
た
め
、
資
金
需
要
者
の
所
得
確
認
、
借
入
状
況
確
認
、
本
人
確
認
等

の
適
切
な
与
信
審
査
が
行
わ
れ
る
よ
う
、
指
導
監
督
を
徹
底
す
る
こ
と
。 

 

一 

市
民
活
動
を
支
え
る
新
た
な
金
融
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
観
点
か
ら
、
法
施
行
後
二
年
六
月
以
内
に
行
わ
れ
る
見
直
し
に
当
た
り
、
非
営
利

で
低
利
の
貸
付
け
を
行
う
法
人
の
参
入
と
存
続
が
可
能
と
な
る
よ
う
、
法
律
本
則
に
明
記
す
る
こ
と
な
ど
、
必
要
な
見
直
し
を
行
う
。 

 

一 

今
回
の
改
正
後
の
多
重
債
務
問
題
の
状
況
も
見
極
め
つ
つ
、
全
て
の
消
費
者
信
用
の
利
用
者
の
保
護
を
徹
底
す
る
た
め
、
貸
金
業
者
以
外
の

信
販
や
銀
行
等
も
含
め
た
消
費
者
信
用
全
体
の
体
制
の
あ
り
方
等
に
つ
い
て
、
検
討
を
進
め
る
こ
と
。 
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貸
金
業
の
規
制
等
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議 

   

政
府
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
、
十
分
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。 

 

一 

上
限
金
利
引
下
げ
を
始
め
と
す
る
改
正
法
の
可
及
的
速
や
か
な
施
行
に
努
め
る
と
と
も
に
、
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
体
制
や
セ

ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
貸
付
の
充
実
、
ヤ
ミ
金
融
へ
の
取
締
強
化
、
登
録
業
者
へ
の
監
督
強
化
、
金
融
経
済
教
育
の
充
実
な
ど
、

多
重
債
務
問
題
の
解
決
に
向
け
た
対
策
に
政
府
を
挙
げ
て
取
り
組
む
た
め
、
内
閣
官
房
に
多
重
債
務
者
対
策
本
部
を
早
期
に

設
置
し
、
関
係
省
庁
が
連
携
し
て
、
官
民
一
体
と
な
っ
た
取
組
を
推
進
す
る
こ
と
。 

 

一 

多
重
債
務
者
に
対
す
る
相
談
窓
口
を
設
置
し
て
適
切
な
助
言
を
行
い
、
ま
た
、
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
機
関
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
を
構
築
し
て
、
必
要
な
紹
介
を
行
う
な
ど
、
多
重
債
務
を
抱
え
る
住
民
に
対
す
る
支
援
体
制
を
整
備
す
る
よ
う
、
各
地
方

自
治
体
に
対
し
、
要
請
を
行
う
こ
と
。
ま
た
、
事
前
予
防
型
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
と
債
務
整
理
型
事
後
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
を
共

に
強
化
し
、
資
金
需
要
者
が
適
切
な
タ
イ
ミ
ン
グ
で
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
を
速
や
か
に
受
け
ら
れ
る
よ
う
体
制
の
充
実
と
周
知

を
図
る
こ
と
。
そ
の
た
め
、
日
本
司
法
支
援
セ
ン
タ
ー
（
法
テ
ラ
ス
）
、
財
団
法
人
日
本
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
協

会
等
に
つ
い
て
、
弁
護
士
会
・
司
法
書
士
会
に
必
要
な
協
力
を
要
請
し
つ
つ
、
体
制
及
び
相
互
連
携
の
強
化
を
図
る
こ
と
。 

 一 

利
息
制
限
法
の
上
限
金
利
を
超
え
る
金
利
に
関
す
る
過
払
い
金
の
返
還
が
多
重
債
務
問
題
の
解
決
に
果
た
す
役
割
に
か
ん

が
み
、
過
払
い
金
の
返
還
が
適
切
に
債
務
者
に
行
わ
れ
る
よ
う
に
し
、
ま
た
、
過
払
い
金
の
支
払
総
額
を
適
切
に
債
務
者
に

通
知
す
る
な
ど
し
て
、
債
務
者
の
生
活
再
建
に
資
す
る
よ
う
、
取
組
を
進
め
る
こ
と
。 

 

一 

利
息
制
限
法
を
超
過
し
た
金
銭
の
貸
付
け
に
お
け
る
、
担
保
と
し
て
の
手
形
・
小
切
手
の
取
得
に
関
す
る
実
態
把
握
に
努

め
、
適
切
な
対
応
策
を
検
討
す
る
こ
と
。 

 

一 

無
登
録
・
高
金
利
等
の
ヤ
ミ
金
融
被
害
が
増
え
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
違
法
業
者
の
摘
発
の
た
め
の
体
制
を
整
備
・
拡
充
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し
、
関
係
法
令
に
基
づ
く
徹
底
し
た
取
締
り
を
行
う
こ
と
。
ま
た
、
違
法
業
者
に
関
す
る
情
報
を
広
く
一
般
か
ら
効
果
的
に

収
集
す
る
た
め
の
手
法
や
、
貸
金
業
者
・
貸
金
業
協
会
が
行
政
当
局
に
協
力
す
る
仕
組
み
の
導
入
に
努
め
る
こ
と
。
さ
ら
に

将
来
的
に
は
、
法
令
違
反
に
よ
っ
て
得
た
利
益
を
剥
奪
で
き
る
制
度
等
に
つ
い
て
検
討
を
進
め
る
こ
と
。 

 

一 

登
録
業
者
の
監
督
に
つ
い
て
、
よ
り
効
果
的
に
行
う
た
め
の
方
策
を
検
討
し
つ
つ
強
化
を
図
る
こ
と
。
ま
た
、
貸
金
業
者

の
海
外
進
出
状
況
や
進
出
先
で
の
活
動
状
況
に
つ
い
て
は
、
海
外
の
関
係
当
局
と
も
情
報
交
換
し
つ
つ
、
そ
の
実
態
把
握
に

努
め
る
こ
と
。
さ
ら
に
、
日
賦
貸
金
業
者
の
特
例
金
利
が
廃
止
さ
れ
る
ま
で
の
間
、
制
度
の
潜
脱
を
防
ぐ
た
め
に
、
監
督
上

特
段
の
注
意
を
払
う
こ
と
。 

 

一 

若
年
者
に
よ
る
健
全
な
実
需
に
基
づ
か
な
い
不
要
不
急
の
借
入
れ
な
ど
、
無
人
契
約
機
の
安
易
な
利
用
が
多
重
債
務
問
題

の
一
因
と
な
っ
て
い
る
と
の
指
摘
も
踏
ま
え
、
十
分
な
実
態
調
査
の
上
、
安
易
な
借
入
れ
を
抑
制
す
る
仕
組
み
を
検
討
す
る

こ
と
。
ま
た
、
郊
外
に
お
け
る
遊
技
施
設
等
に
隣
接
し
、
各
社
が
集
積
さ
せ
て
い
る
設
置
方
法
な
ど
に
つ
い
て
、
貸
金
業
協

会
に
よ
る
適
切
な
自
主
規
制
が
行
わ
れ
る
よ
う
配
慮
す
る
こ
と
。 

 

一 

指
定
信
用
情
報
機
関
へ
の
情
報
提
供
や
そ
の
信
用
情
報
の
管
理
・
利
用
に
際
し
て
は
、
個
人
情
報
保
護
法
の
遵
守
等
に
よ

り
、
債
務
者
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
に
欠
け
る
こ
と
の
な
い
よ
う
努
め
る
こ
と
。 

 

一 

安
易
な
借
入
れ
を
抑
制
す
る
た
め
、
テ
レ
ビ
・
コ
マ
ー
シ
ャ
ル
の
放
映
時
間
帯
や
放
映
回
数
、
誇
大
な
看
板
な
ど
広
告
の

方
法
・
内
容
や
頻
度
に
つ
い
て
、
貸
金
業
協
会
に
よ
る
適
切
な
自
主
規
制
が
行
わ
れ
る
よ
う
配
慮
す
る
こ
と
。 

 

一 

多
重
債
務
者
の
増
加
を
極
力
抑
制
す
る
た
め
、
可
及
的
速
や
か
に
金
融
経
済
教
育
を
学
校
教
育
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
な
ど
に

組
み
込
む
こ
と
。
そ
の
際
、
弁
護
士
会
や
司
法
書
士
会
に
必
要
な
協
力
を
要
請
し
、
学
校
段
階
か
ら
家
計
管
理
や
債
務
管
理

に
つ
い
て
の
啓
発
活
動
を
実
施
す
る
こ
と
。
な
お
、
教
材
等
の
適
切
さ
に
つ
い
て
は
、
十
分
な
注
意
を
払
う
こ
と
。 

 

一 

上
限
金
利
引
下
げ
や
総
量
規
制
等
の
今
回
の
措
置
及
び
貸
金
業
者
の
多
額
の
過
払
い
金
の
発
生
が
、
経
済
社
会
に
与
え
る

影
響
を
注
視
し
、
適
切
に
対
処
す
る
こ
と
。 
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一 

い
わ
ゆ
る
商
工
ロ
ー
ン
業
者
に
つ
い
て
は
、
主
債
務
者
が
無
資
力
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
保
証
人
か
ら
の
回
収
を
前
提
と
す

る
よ
う
な
過
剰
な
貸
付
け
が
行
わ
れ
な
い
よ
う
、
貸
金
業
協
会
に
よ
る
適
切
な
自
主
規
制
へ
の
取
組
に
配
慮
す
る
こ
と
。
ま

た
、
保
証
料
等
の
対
価
を
得
る
こ
と
の
な
い
保
証
人
に
関
し
て
は
、
無
償
で
あ
り
危
険
の
み
負
担
す
る
と
い
う
そ
の
性
格
に

か
ん
が
み
れ
ば
、
合
理
性
を
欠
く
も
の
と
考
え
る
余
地
も
あ
る
こ
と
も
含
め
て
、
個
人
保
証
の
合
理
性
な
ど
に
つ
い
て
も
検

証
す
る
こ
と
。 

 

一 

資
金
需
要
者
に
対
す
る
公
的
支
援
制
度
等
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
拡
充
・
強
化
に
つ
い
て
は
、
貸
し
渋
り
等
に
よ
る
影

響
を
緩
和
し
、
ヤ
ミ
金
融
へ
の
流
出
を
防
止
す
る
観
点
か
ら
、
地
方
自
治
体
や
関
係
団
体
と
も
協
力
し
つ
つ
、
特
段
の
努
力

を
払
う
こ
と
。 

 

一 

総
量
規
制
な
ど
、
今
回
導
入
す
る
新
た
な
規
制
の
実
効
性
を
確
保
す
る
た
め
、
資
金
需
要
者
の
所
得
確
認
、
借
入
状
況
確

認
、
本
人
確
認
等
の
適
切
な
与
信
審
査
が
行
わ
れ
る
よ
う
、
指
導
監
督
を
徹
底
す
る
こ
と
。 

 

一 

市
民
活
動
を
支
え
る
新
た
な
金
融
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
観
点
か
ら
、
法
施
行
後
二
年
六
月
以
内
に
行
わ
れ
る
見
直
し
に

当
た
り
、
非
営
利
で
低
利
の
貸
付
け
を
行
う
法
人
の
参
入
と
存
続
が
可
能
と
な
る
よ
う
、
法
律
本
則
に
明
記
す
る
こ
と
な
ど
、

必
要
な
見
直
し
を
行
う
こ
と
。 

 

一 

今
回
の
改
正
後
の
多
重
債
務
問
題
の
状
況
も
見
極
め
つ
つ
、
全
て
の
消
費
者
信
用
の
利
用
者
の
保
護
を
徹
底
す
る
た
め
、

貸
金
業
者
以
外
の
信
販
や
銀
行
等
も
含
め
た
消
費
者
信
用
全
体
の
体
制
の
在
り
方
等
に
つ
い
て
、
検
討
を
進
め
る
こ
と
。 

 

一 

金
融
庁
に
よ
る
検
査
・
監
督
の
実
施
に
関
す
る
情
報
が
社
会
及
び
金
融
資
本
市
場
に
与
え
る
影
響
に
か
ん
が
み
、
立
入
検

査
の
実
施
時
期
、
行
政
処
分
の
内
容
等
に
関
し
て
、
そ
の
情
報
管
理
を
徹
底
す
る
こ
と
。 
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貸金業法等改正の概要 
 

Ⅰ．貸金業の適正化 
 
１．貸金業への参入条件の厳格化 
 

・ 純資産が 5,000 万円以上であることを求める 
(施行後 1年半以内に 2,000 万円、上限金利引下げ時に 5,000 万円の順に引上げ) 

 
・ 法令遵守のための助言・指導を行う貸金業務取扱主任者について、資格試験を導入し、

合格者を営業所ごとに配置することを求める 
 
２．貸金業協会の自主規制機能強化 
 

・ 貸金業協会を、認可を受けて設立する法人とし、貸金業者の加入を確保するとともに、

都道府県ごとの支部設置を義務づける 
 

・ 広告の頻度や過剰貸付防止等について自主規制ルールを制定させ、当局が認可する枠組

みを導入する 
 
３．行為規制の強化 
 

・ 夜間に加えて日中の執拗な取立行為など、取立規制を強化 
 

・ 貸付けにあたり、トータルの元利負担額などを説明した書面の事前交付を義務づける 
 

・ 貸金業者が、借り手等の自殺により保険金が支払われる保険契約を締結することを禁止 
 

・ 公正証書作成にかかる委任状の取得を禁止。利息制限法の金利を超える貸付けの契約に

ついて公正証書の作成の嘱託を禁止 
 

・ 連帯保証人の保護を徹底するため、連帯保証人に対して、催告・検索の抗弁権がないこ

との説明を義務付け 
 
４．業務改善命令の導入 
 

・ 規制違反に対して機動的に対処するため、登録取消や業務停止に加え、業務改善命令を

導入する 
 

Ⅱ．過剰貸付の抑制 
 
１．指定信用情報機関制度の創設 
 

・ 信用情報の適切な管理や全件登録などの条件を満たす信用情報機関を指定する制度を導

入し、貸金業者が借り手の総借入残高を把握できる仕組を整備する 
 

※ 指定信用情報機関が複数の場合、相互に残高情報等の交流を義務づける 
 
２．総量規制の導入 
 

・ 貸金業者に借り手の返済能力の調査を義務づける（個人が借り手の場合には、指定信用

情報機関の信用情報の使用を義務づけ） 

① 自社からの借入残高が 50 万円超となる貸付け、又は、 

② 総借入残高が 100 万円超となる貸付け 

の場合には、年収等の資料の取得を義務づける 
 

・ 調査の結果、総借入残高が年収の 3分の 1を超える貸付けなど、返済能力を超えた貸付

けを禁止する  ※ 内閣府令で売却可能な資産がある場合などを除く予定。 

Ⅲ．金利体系の適正化 
 
１．上限金利の引下げ 
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・ 貸金業法上の「みなし弁済」制度(グレーゾーン金利)を廃止し、出資法の上限金利を 20％

に引下げる(これを超える場合は刑事罰を科す) 
 

※ 利息制限法の上限金利(20％～15％)と出資法の上限金利(20％)の間の金利での貸付けについ

ては、行政処分の対象とする。 
 
２．金利の概念 

 
・ 業として行う貸付けの利息には、契約締結費用及び債務弁済費用も含むこととする(ただ

し、公租公課・ＡＴＭ手数料を除く) 
 
・ 貸付利息と借り手が保証業者に支払う保証料を合算して上限金利を超過した場合、超過

部分につき、原則として、保証料を無効とし、保証業者に刑事罰を科す 
 
３．日賦貸金業者及び電話担保金融の特例の廃止 
 

Ⅳ．ヤミ金融対策の強化 
 
ヤミ金融に対する罰則の強化(懲役 5年→10 年) 

 

※ 超高金利(109.5％超)の貸付けや無登録営業などが該当 

（参考）廃業等における債権譲渡等に係る届出の強化（府令・ガイドライン改正予定） 

・ 廃業後の債権回収方針や債権譲渡の「実態把握の強化」 

・ 債権譲受者に対して監督権を有する都道府県等との「情報共有」 

・ ヤミ金対策について警察当局等関係省庁との「一層の連携強化」 
 

Ⅴ．多重債務者問題に対する政府を挙げた取り組み 
 
・ 政府は、関係省庁相互の連携強化により、多重債務問題解決のための施策を総合的かつ

効果的に推進する 
 

Ⅵ．経過措置 
 
１．施行スケジュール 
 

・ 罰則の引上げ               … 公布から 1ヶ月後 
 
・ 本体施行                 … 公布から 1年以内 

(取立規制の強化、業務改善命令導入、新貸金業協会設立など) 
 
・ 貸金業務取扱主任者の試験開始 

・ 指定信用情報機関制度(指定の開始)       施行から 1年半以内 

・ 財産的基礎引上げ(2 千万円) 
 
・ 本体施行（再掲）              … 公布から１年以内 

・ ｢みなし弁済｣廃止、出資法上限金利の引下げ 等 

 （Ⅲ．金利体系の適正化 １．～３．） 

・ 総量規制導入               施行から 2年半以内 

・ 財産的基礎引上げ(5 千万円) 

・ 事前書面交付義務導入 
 
２．見直し規定  
 

・ 貸金業制度のあり方について、施行から 2年半以内に、総量規制などの規定を円滑に実

施するために講ずべき施策の必要性について検討を加え、その検討の結果に応じて所要

の見直しを行う。 
 

・ 出資法及び利息制限法に基づく金利規制のあり方について、施行から 2年半以内に、出

資法及び利息制限法の規定を円滑に実施するために講ずべき施策の必要性について検討

を加え、その検討の結果に応じて所要の見直しを行う。 

公布から概ね

3年を目途 
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信託法改正に伴う改正信託業法のポイント 
 
 

１.改正前の信託業法の基本的枠組み（信託法との関係） 
 

 
 

(1) 信託のうち、不特定多数の委託者・受益者を予定する場合には、信託の一般ルールである

信託法に加えて、信託業法の規制対象としている。 
 
(2) 信託業法は、委託者・受益者保護のため、受託者を業法の規制の対象として、信託財産の

管理運用を確実に遂行するよう善管注意義務等を一律に課し、行政上の監督を行うこととし

ている。 
 
(3) 現行信託業法では、他人からの信託財産の引受けを営業として行う場合（不特定多数の委

託者・受益者を予定する場合）に、受託者を業規制の対象としている。 
 
 
 
 
 
 

 

→ 受託者に対する具体的な規制内容としては、 
 

① 参入要件として、受託者に最低資本金等を求めるとともに、信託業務に支障が及ばぬよう

兼業を規制。 
 

② 受託者としての管理運用上の義務（善管注意義務、忠実義務等）を一律に課す。 
 

③ 信託財産の内容等について、委託者への説明義務、受益者への情報開示義務を課す。 
 
※ 委託者からの信託財産の引受けの際には、信託財産の管理処分方法等にかかる説明義務。受益者に対

しては定期的に信託財産状況報告書の交付義務。 
 

④ これらの規制の実効性を担保するため、業務改善命令等の監督措置、立入検査の対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財産の移転 
財産 

受益者 

委託者 

受益権の譲渡 
信託財産の分配 

信託財産

受託者 

信託業法 
＝不特定多数の 
委託者・受益者 
を予定している 
場合に受託者に 
義務を課す 
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２.信託法改正に伴う改正信託業法のポイント 
 

 
 
(1) 今回の信託法改正後も、委託者・受益者保護のための現行信託業法の枠組みは 

基本的に維持する。 

この考え方を踏まえ、信託法改正に伴って追加される新しい信託類型や受託者の 

義務等を信託業法上適切に位置付ける。 

 

 
 

(2) 新しい信託類型に対する改正信託業法の規制 

 

○ 他人から信託財産の引受けを行うもの（限定責任信託、目的信託 等） 
 

→ 現行の信託業法における通常の信託と同様に受託者に対して参入規制等を適用した

上で、さらに信託類型に応じて必要な説明義務等を課す。 

 

○ 委託者＝受託者となる自己信託 
 

→ 受益者保護の必要性は現行の通常の信託と同様であることから、以下の規制を課す。 
 
① 不特定多数の受益者を予定して自己信託を行う者は、業規制の対象とする。 

 

② 規制内容は、基本的に現行の通常の信託を扱う受託者と同様。 

 

・ 参入要件として、最低資本金等を求めるとともに、信託事務に支障が及ばぬよ

う兼業を規制（兼業の健全性の確保等を求める）。 

・ 受託者としての管理運用上の義務（善管注意義務、忠実義務等）を一律に課す。 

・ 信託財産の状況等について、受益者への情報開示を義務付ける。 

（※定期的に信託財産状況報告書の交付義務。） 

・ これらの規制の実効性を担保するため、業務改善命令等の監督措置、立入検査

の対象とする。 

 

③ 信託設定時において、第三者が信託財産をチェックすることを義務付けるなど、

通常の信託の場合に加えて追加的な義務を課す。 
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(3) 受託者の管理運用上の義務 

 

① 受託者が信託財産の管理運用を行う際の善管注意義務、忠実義務等については、今回

の信託法改正により、当事者間の契約により軽減等が可能となるが、信託業法上は、

原則として、受託者に対して現行どおり一律に善管注意義務、忠実義務等の管理運用

上の義務を課す。 
 

（注）ただし、信託実務の効率化の観点から、受益者保護上問題がない一定の場合については、

柔軟化を許容（例えば、動産・有価証券等についての帳簿による分別管理の許容等）。 

 

② 受託者が信託業務を第三者に委託（外注）する場合の責任関係等については、基本的

には現行どおり、 

(ア) 委託先（外注先）は受託者と同様に善管注意義務等の義務を直接負う。 

(イ) 受託者は委託先（外注先）の行為について厳しい損害賠償責任を負う。 
 

（注）ただし、(ア)については、委託先（外注先）の業務が信託財産の保管に留まる場合などを

除く。(イ)については委託者が関係者を指名した場合、又は受益者の指図による場合を除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

信託財産 委託者 

受託者

受託者 
固有の財産

忠実義務(利益相反的取引の禁止等) 

分別管理義務 

善管注意義務(相当程度の注意水準で管理)

受益者 

 委託先（外注先）
  

受託者同様に 

善管注意義務等を負う 

委託先(外注先)の行為 
について厳しい損害賠償責任 
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信託業法施行令及び同法施行規則の主な内容 

 

１．自己信託に関し､信託業法上の登録が必要となる要件  

自己信託の受益権を多数の者が取得できる場合：内閣総理大臣の登録を要する。 

→人数及びカウントの仕方（政令事項） 

 

〔原則〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔潜脱防止〕 

○ビークルを介在させるケース 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

○自己信託を繰り返すケース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○多数の受益権が作られるケース 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

自己信託 

自己信託 

受益者の数が
５０名以上の
場合 

ビークル 

（受益者）

受益者

ビークルへの投資家 

ビークルの投資家に利益を享

受させる目的をもって自己信

託を行う場合で、投資家が５０

名以上となる場合 

受益権 

 

自己信託 
受益権の個数が５０以上と

なる場合 

ビークルの例 

・匿名組合 
・組合 
・ｅｔｃ 

自己信託 

同一内容の自己信託を繰り返す

ことで、受益者の数が５０名以上

となる場合 
自己信託 

自己信託 

 

受益者
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２．自己信託設定時の第三者チェックを行う者（政令事項）  

  ①弁護士 

  ②公認会計士 

  ③税理士 

  ④不動産鑑定士（不動産のみ） 

  ⑤弁理士（知的財産のみ） 

    

 

３．自己信託を行う場合の最低資本金額  

 3000 万円（政令事項） 

 

 

４．自己信託を行う場合の他業健全性の判定基準  

  

自己信託を行う者については、兼業業務の健全性が求められるが（信託業法第 50条

の 2）、下記の要件に該当するときは他業の健全性が認められないものとする 

（内閣府令事項） 

①２期連続で経常損失を計上し、かつ２期分の経常損失の合計額が純資産額を上回るとき、 

②３期以上連続して経常損失を計上しているとき 

 

 

５．その他  

 

受託者と信託財産との間の取引（自己取引）が許容される場合（内閣府令事項） 

①上場有価証券の売買のように、価格決定について受託者に裁量性がない場合 

②委託者、受益者等の指図による取引 

③個別の取引ごとに受益者の同意を得て行う取引 等 
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